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平成 30 年北海道胆振東部地震では，震源から 50km 以上離れた札幌市清田区里塚地区では火山灰質土で

造成された宅地盛土において液状化が発生し，これによって盛土が流動することで戸建て住宅の沈下・傾

斜などの大規模な災害が発生した．そこで本研究では，広範囲にわたる被災箇所の迅速な地盤性状把握の

試みとして，表面波探査を地震発生 3 週間後に実施した．一連の調査結果から，VSと N 値の深度方向の変

化傾向は調和的であり，表面波探査から得られる VS分布から地震後の盛土性状を把握できることがわかっ

た．準 3 次元化した VS 分布における VS の低下領域と地表面沈下量分布の整合性は良く，盛土流出に伴う

VSの低下と地表面沈下を空間的に把握できた． 

 

     Key Words: multichannel analysis of surface waves, S - wave velocity, embankment, liquefaction 
 

 

1. はじめに 

 

平成30年北海道胆振東部地震は，2018年9月8日午前

3時7分に発生した胆振東部地方の深さ約37kmを震源と

するマグニチュード6.7の内陸地震である1)．最大震度は

震源直上域の厚真町で震度 7の揺れが観測された．その

一方で，震源から 50km 以上離れた札幌市清田区里塚地

区では，火山灰質土で造成された宅地盛土において液状

化が発生し，宅地地盤の流動・沈下による大規模災害が

発生した 2)． 

このような被災を受けた地盤は，1970年代に農地とし

て土地利用されていた谷底平野をその周辺の丘陵部を形

成している火砕流堆積物（火山灰質土）を材料として盛

土し，宅地造成されていた．地震時における盛土被害は

これまでにいくつか報告 3), 4)されているが， 平成 30年北

海道胆振東部地震における里塚地区の特徴的な被災形態

として，谷地形に造成された火山灰質土で構成された盛

土が，液状化によって旧河川の勾配に沿うように流動し，

造成盛土の末端部から大量に噴出した．これによって，

地表面の顕著な水平変位は確認できないものの，液状化

層の流出によって支持地盤を失った地表面は大規模な沈

下が発生し，多数の戸建て住宅に被害が発生した． 

このような地盤災害発生後に対策工を立案するにあた

っては災害発生箇所の地盤性状を把握することが重要で

あることは言うまでもないが，特に宅地造成盛土におい

ては住民の生活の早期再建を考えると，被災した地盤の

性状把握をより広範囲にかつ迅速に行う必要がある． 
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そこで本研究では，早期に対策工の実施範囲を決定す

るための地盤工学的な試みの一つとして，大規模盛土造

成地の滑動崩落対策推進ガイドラインの変動調査予測調

査における第 2 次スクリーニングの地盤調査例 5)とされ

ている表面波探査を地震発生 3週間後に被災盛土で実施

した．本文では，表面波探査から得られた S波速度分布

と土質の関係性や，得られた S波速度の 2次元分布を補

間することで得られた準 3次元的な S波速度分布の傾向

について報告するものである．  

 

 

3. 表面波探査の概要 

 

図-1は本研究で実施した表面波探査の原理を概略的に

示したものである 6)．また，図-2 は表面波探査の実施状

況を示す．表面波探査は地盤の地表付近を伝わる表面波

（レイリー波）を測定・解析することにより地盤の S波

速度を求めることができる調査方法である．ハンマーや

かけや等で人工的に地表面を起振すると表面波が発生す

る．この表面波の時間領域の波形記録をフーリエ解析す

ることで周波数と位相速度の関係を算出し，すべての地

震計での結果を重ね合わせることで位相速度と周波数の

関係である分散曲線が取得できる．一般的に表面波は，

その周波数によって伝播する深度が異なり，高周波数の

波は浅い地盤を，低周波数の波は深い地盤を反映してい

る．経験的に波長の 3分の 1が深さに相当するという関

係を利用して解析の初期モデルを作成し，波形記録から

算出した分散曲線を最も良く再現する S波速度構造を逆

解析によって推定する．この解析を各地震計での分散曲

線に応じて行い，各地震計で得られた S波速度構造を測

線方向に補間することでS波速度VSの2次元分布が取得

できる．地盤剛性を表すせん断剛性は，VSの二乗に比例

するため，VSの増減は地盤剛性の大小を間接的に表す．

このように表面波探査から取得できる VS分布は盛土や

堤防の内部構造を非破壊で把握できるため 7), 8)，本研究

では VSをパラメータとして被災後の宅地造成盛土の性

状を把握可能であると考えた．表面波探査の実施時期は，

地震発生の約 3週間後である 2018年 9月 26日～27日で

ある． 

 

 

4. 被災状況および調査結果 

 

(1) 被災状況の概要と表面波探査の測線 

図-3および図-4は被災箇所周辺の地形および被災状況

を示している．なお，図-4a)～d)については 2018年 9月

7の状況を，図-4e)および f)は 2018年 9月 27日の状況を

撮影したものである．里塚地区の里塚 1条 1丁目では図

-4a)や図-4b)に示すような大規模な地盤沈下が発生し，

戸建て住宅の沈下・傾斜および周辺道路の大規模な崩

壊・沈下が発生した．図-4a)ではマンホール周辺の地盤

沈下により，周囲よりも突出した状態のマンホールが確

認できる．また，図-4b)に示すように公園内においても

顕著な沈下が確認できる．図-4c)および図-4d)は住宅被

害の状況を示している．図-4c)および図-4d)に示した住

宅は，後述する LP レーダー測量結果において地震後に

最も沈下量が大きかった領域の周辺に位置している．図

-2c)は調査時点において最も傾斜が大きかった住宅を示

している．周辺地盤は 3 ~ 4m程度沈下しており，地震後

に形成された地表面の谷部は滞水した状態にあり，地下

水面の高さが伺える．次に図-4d)を見ると，写真右に示

す住宅では杭基礎が採用されているため，写真左や図-

4c)に示した住宅ほどの傾斜はしていない．里塚 1条1丁

目では，三里川ボックス流末である北東の標高が低い旧

谷地形の下流へ流動化した土砂が大量に流出した．図-

4e)および図-4f)に示した里塚 1 条 2 丁目においても住宅

の大規模な被災が発生した．しかし，先述した 1丁目と

比較すると，被災した住宅の戸数は少なく，道路路盤の

図-1 本研究で実施した表面波探査の概念図 

図-2 表面波探査の実施状況の例 
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変状は軽微であった． 

図-5は旧地形として，盛土内部の現・旧水路および宅

地盛土造成時の許可申請図書に基づき推定した盛土範囲

と本研究で実施した表面波探査の測線を示している．図

-4に示した被害が大きかった領域は，図-5中の盛土範囲

における旧水路および暗渠管の埋設範囲と概ね一致する．

図-3 被災箇所の平面図および被災箇所の概要 

図-4 図-3に示した地点の被災状況 
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そこで，表面波探査の測線は旧水路周辺での地盤性状を

把握するために旧水路を横断するように地盤沈下が顕著

な領域を網羅的に設定した．表面波探査の起震は約10kg

の木製かけやによる打撃とし，受振器には固有周波数

4.5Hz の地震計（上下動）を用いた．受振点数は 1 回の

起震で 24点であり，受振点間隔は 2mとし，ランドスト

リーマを用いた計測を実施した 9), 10)．  

 

(2) VSとN値の関係 

地震後に札幌市では被災箇所で 37 本のボーリング調

査を行っている．ここでは図-5中に示した 3地点（B-11，

B-20，B-36）を代表地点として，同地点で実施された標

準貫入試験から得られたN値と表面波探査から得られた

VSを比較することで今回得られた VSの妥当性を検証す

る．図-6 a) ~ c)はそれぞれB-11，B-20，B-36におけるVS，

N 値，土質区分を示したものである．盛土範囲に位置す

る B-11および B-20では，盛土の N値は極めて低くなっ

ており N値は 3以下である．また，局所的には N値 = 0

の深度が確認できる．一方で，地山である B-36 は盛土

部よりも相対的に N 値が大きいことが確認できる． 盛

図-5 旧水路および盛土範囲と表面波探査の測線 

図-6 深度方向のVS，N値，土質区分の比較 
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土部のN値は基礎地盤では概ね深度とともに増加し，地

山部のB-36についても深度 5m以深ではN値は深度とと

もに概ね増加する傾向にある．VSの深度方向の変化は，

上述のようなN値の変化と調和的であることが確認でき

る．また，盛土部ではVS = 100 ~ 120m/s程度であり，地山

部では150m/s以上となっており，切土部と盛土部を明瞭

に判定できていると言える．図-7 は盛土部（B-11，B-20）

のボーリングで採取したコア試料の状況を示している．

B-11では深度 3 ~ 4m程度までの盛土部ではN値 = 0の領

域が確認できたものの，ボーリングコアの欠損は確認す

ることができない．また，B-11よりも地盤沈下の程度が

小さい B-20 においてもボーリングコアの欠損は確認で

きない．このような傾向は他のボーリングでも同様であ

ったことから，ボーリングで確認できるような空洞は発

生していないことが示唆される．しかし，ボーリングコ

アにおいて空洞を確認できないものの，地震後の盛土の

N 値は極めて低く，VS については盛土部で VS = 100 ~ 

120m/s程度で局所的には100m/s以下の軟弱な領域が存在

していることには留意が必要である．  

図-8は表面波探査の測線上で実施された標準貫入試験

から得られた N 値と VSを土質区分別に比較した図であ

る．さらに図中には式(1)および(2)に示す道路橋示方書

で用いられるN値とVSの換算式 11)を記載している． 

 

粘性土：VS = 100 N (1/3)      (1 < N < 25)  (1) 

砂質土：VS = 80 N (1/3)        (1 < N < 50)  (2) 

 

盛土材料である火山灰に着目すると，N 値 = 4 以下で

は粘性土を対象としている式(1)を用いた VSの推定が妥

当である．砂質土を対象とした式(2)を選択した場合に

は原位置の VS を大きく，すなわち地震後の地盤の強

度・変形特性を大きく推定し，危険側の評価となる可能

性がある．一方で，N 値 = 4 以上では式(1)および(2)の換

算値よりも実測値は低い値となるため，地盤の強度・変

形特性を過小評価して安全側の評価となるものの，不経

済な設計となる可能性がある．これは N値 = 4以上の地

山では支笏火砕流（Spf1）の堆積物であり，比較的に地

盤強度が大きいためと考えられる． 

 

(2) VS分布と旧水路の関係 

図-9 は表面波探査から得られた VS分布の例として，

里塚 1条 1丁目についてはL1-3 ~ 5，里塚 2条 2丁目につ

いてはL2-1，L2-2の結果を示している．L1-3の結果を見

ると，測線始点および終点付近は地山（切土）になって

いるが（図-5参照），X = 0 ~ 40m，170 ~ 200m付近では測

線中央部の盛土部よりも相対的に VSが大きく，VS分布

から切盛り境界を把握できていると言える．L1-3におい

て地盤沈下が顕著であったX = 100 ~ 130m，Y = 4 ~ 8mの 図-8 VS ~ N値関係と推定式の比較 
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領域にはVS = 100m/s程度の局所的なVSの低下領域が確認

できる．地盤沈下が顕著であった測線である L1-4 およ

び L1-5 についても沈下量が最も大きい箇所付近で局所

的な VSの低下領域が確認できる．特に L1-5 では VS = 

80m/s 以下の超軟弱な領域が存在している．これらの位

置は図-5に示した旧水路の位置と整合する．すなわち，

旧水路上の盛土は液状化に伴い流動することで周辺地盤

よりも顕著に密度が低下したと考えられる． 

次に里塚 1条 1丁目よりも被害が小さかった里塚 2条

2丁目におけるL2-1，L2-2を見ると，L1-3 ~ 5と同様に旧

水路上の盛土内部で VSが相対的に低下していることが

わかる．しかし，先述した L1-3 ~ 5 と比較すると，局所

的な VSの低下領域と周辺地盤の VSの差は小さく，局所

的な VSの低下領域は小さい．すなわち，地震動に伴う

図-9 表面波探査から得られたVS分布の例 
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盛土性状の変化は L1-3 ~ 5 と比較すると小さかった可能

性がある． 

 

(3) VSの準三次元分布と地表面沈下量の関係 

前節では VS分布を用いることで地震後の局所的な盛

土性状の変化を合理的に把握できることを示した．さら

に発展させてVSの3次元的な空間分布を把握できた際に

は，谷地形に造成された空間的にも広範囲にわたる被災

後の盛土の性状を迅速に把握でき，対策工の実施範囲を

決定する上で極めて有用な情報となる．そこで，各測線

で取得した2次元のVS分布を縦断方向に補間し，探査範

囲内におけるVSの擬似的な3次元分布の推定を試みた． 

 2 次元分布の 3 次元化には，市販の 3 次元可視化ソフ

トである Voxler4を用いることとした．本ソフトでは，3

次元散布図，等高線，カラー化した複数の等値面等が容

易に作成できる．さらに，ズームや回転等がマウスによ

って簡単に操作可能である．なお，補間方法に関する数

学的な記述は紙面の関係上割愛する．詳細は参考文献

12)を参照されたい．3 次元化にあたり，各測線において

連続データである VS分布を深度および延長方向に受信

点間隔と同様の 2m 間隔で抽出して離散化した．また，

地表面を 0mとして準 3次元化を試みた． 

 図-10は上述の方法によって準 3次元化した VS分布か

らVS = 115m/sの領域を表示させた結果である．なお，VS 

= 115m/sはN値 = 4以下のVSの平均値を採用した．また，

図-11はドローンによる LP（レーザプロファイラ）測量

図-11 ドローンLP測量から取得した地表面沈下量の分布 

図-10 準三次元化したVS分布におけるVS = 115m/sの空間分布（南側から望む） 
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から取得した地震後の地表面沈下量の分布である．これ

らの結果から，地表面沈下量が大きい箇所では VSの低

下領域が広がっていることがわかる．図-12は図-10を北

側から望んでいる VS = 115m/sの空間分布を示している．公

園内部では他の箇所と比較して深い深度までVS = 115m/sが分

布していることがわかる． 

 

 

5. まとめ 

 

本研究では，平成 30 年北海道胆振東部地震による液

状化によって大規模な地盤沈下が発生した札幌市清田区

里塚の宅地造成盛土において，早期の地盤性状把握のた

めに表面波探査を実施した．得られた結果を以下にまと

める． 

(1) VSとN値の深度方向の変化傾向は調和的であり，表

面波探査から得られる VS分布から地震後の盛土性

状を把握できることがわかった． 

(2) ボーリング調査結果から液状化した盛土地盤は，VS 

= 100 ~ 120m/s，N値 = 0 ~3程度の軟弱な状態にあるも

のの，ボーリングコアには欠損は無く，顕著な空洞

の発生は確認できる結果は得られなかった． 

(3) 旧水路を横断する VS 分布から，旧水路周辺で局所

的に VSが低下しており，これは盛土の流動に伴う

低密度化をVS分布として捉えた可能性がある． 

(4) 準 3 次元化した VS分布における VSの低下領域と地

表面沈下量の分布の整合性は良く，盛土流出に伴う

VSの低下と地表面沈下を空間的に把握できた． 
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見工業大学大学院生 三浦竜 氏の協力を得た．また，表

面波探査時の測量調査では（株）ドーコン 林啓二 博士，

松田圭大 氏の協力を得た．記して深甚なる謝意を表す． 
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S - WAVE VELOCITY PROFILE OF RESIDENTIAL VOLCANIC SOIL 
EMBANKMENT COLLAPSE DUE TO 2018 HOKKAIDO IBURI TOBU 

EARTHQUAKE 
 

Shunzo KAWAJIRI, Akinobu OGASAWARA, Takayuki KAWAGUCHI, 
Masato SASAKI, Ken SUSHIDA and Satoshi YAMASHITA 

 
In the 2018 Hokkaido Iburi Tobu earthquake, liquefaction occurred in residential embankmets constrated 

of volcanic ash soil in the Satozuka area, Kiyota-ku, Sapporo, more than 50 km away from the epicenter. 
Furthermore, disasters such as subsidence and inclination of houses occurred due to the flow of embank-
ments. In this study, surface wave exploration was carried out 3 weeks after the occurrence of the earth-
quake, as an attempt to quickly evaluate the ground properties over a wide area. From a series of survey 
results, the trend of change of VS and N - value was consistent. Therefore, it was found that the embankment 
properties after the earthquake can be evaluated from the VS distribution obtained from surface wave ex-
ploration. The consistency of the VS reduction region and the ground subsidence distribution in the quasi-
three-dimensional VS distribution was confirmed. Therefore, the quasi-three-dimensional VS profile can 
spatially evaluate the relationship between VS due to embankment runoff and land subsidence. 


